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概要 

電気自動車の利便性を改善するため，ワイヤレス給電システムの研究開発が進められている。現在，電

気自動車向けワイヤレス給電システムは標準化が進められており，85kHz 帯を用いた伝送が予定されて

いる。そこで本稿では kHz 帯ワイヤレス給電システムを対象に，高効率な伝送システムの設計手法並び

に課題を解説する。kHz 帯ワイヤレス給電システムの高効率化に向けては，伝送コイルと電源回路の両

面からのアプローチが重要である。例えば，高周波電源となる DC-ACコンバータ（インバータ回路）

においては，スイッチング周波数に比例してスイッチング損失が発生する。本スイッチング損失を低減

するため，ゼロ電圧スイッチングとなるようシステムを設計することが重要である。一方伝送コイルに

着目すると，交流抵抗による銅損増大が高効率化にあたっての課題となる。これらの課題と解決方法の

手法を解説する。 

Abstract 

Wireless power transfer systems for EV chargers have been actively studied to enhance the usability of EV users. 

In he standardization of the wireless power transfer system, a frequency band of 85 kHz is selected as the 

transmission frequency. In this paper, the challenge to develop the efficient wireless power transfer system 

focusing on the power converters and transmission coils is explained. 
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1. はじめに 

近年，2050 年カーボンニュートラルの実現に向け

て，走行中に地球温暖化ガスを排出しない電気自動

車の普及拡大が進められている[1]。しかしながら，電

気自動車のバッテリが有するエネルギー密度は 100

～200Wh/kgにとどまっており，ガソリン等の化石燃

料が有するエネルギー密度 12,000Wh/kg に対して極

めて低いのが現状である[2]。このエネルギー密度の低

さに起因して，電気自動車のユーザには頻繁な充電

操作が必要とされることが普及拡大を妨げる一因と

なっている。 

上記の問題を解決するため，ワイヤレス給電シス

テムの実用化に向けた研究開発が進められている。

ワイヤレス給電は電気エネルギーを一時的に磁気エ

ネルギーに変換することで空間を介してエネルギー

を伝送する技術である。本技術の採用により，ユー

ザは電気自動車を駐車するだけでバッテリの充電が

可能となる。また，将来的には走行中の自動車に対

して電力を供給することも可能となる。 

電気自動車向けワイヤレス給電は，現在国際的な

標準化作業が進められており，伝送周波数には数十

kHz 帯（85kHz 帯等）が用いられることがほぼ決定

している。そこで本稿では，高効率なワイヤレス給

電システムの実現に向けて，伝送システムの設計手

法や伝送コイルの高効率化技術，電力変換回路の高

効率化技術の基礎技術を紹介する。 

 

2. kHz帯ワイヤレス給電システム 

(a) ワイヤレス給電システムの構成 

図１に電気自動車向けワイヤレス給電システムの

システム構成例を示す。ワイヤレス給電システムは，

大きく分けて地上側システム，及び車両側システム

に分けて考えることができる。なお，SAE(Society of 

Automotive Engineers) による標準化の中で地上側シ

ステムを GA（Ground assembly），車両側システムを

VA（Vehicle assembly）と呼称しているため，本稿で

もこれらの名称を用いる。 

GAは，商用電源から受電し整流した後，数十 kHz

の高周波交流へ電力変換を行う役割を担う。一般的

には高周波から直流への返還を担う PFCコンバータ

と，直流から交流への変換を担う単相インバータ，

補償回路，地上側（一次側）コイルから構成される。

補償回路は共振によりワイヤレス給電用コイルで生

じる漏れインダクタンス起因の力率低下を防ぐこと

で高効率化に寄与する回路であり，図中では地上側

コイル及び車両側コイルにそれぞれ直列にコンデン

サを追加する S/S補償方式を示している[3]。 

なお，伝送周波数は任意であるが，共振現象を用

いて電力伝送を行うため，損失を許容できる範囲内

で高周波化したほうが伝送コイルの軽量化が可能で

ある。 

一方，VAは自動車側に搭載されるユニットである。

受電コイルから交流電力を受電し，直流に整流した

後バッテリに供給する役割を担う。システムによっ

ては最終段にインピーダンスコンバータと呼ばれる

回路を追加する事があるが本稿では割愛する。 

(b) kHz 帯ワイヤレス給電システムの簡易設計 

本節では，ワイヤレス給電システムに使用する伝

送コイル等のパラメータ設計法について説明を行う。

なお，補償回路の方式として最も基本的な S/S 補償

方式[3]を例にあげて説明を行う。 

図 2 に kHz 帯ワイヤレス給電システムの簡易等価

回路を示す。ここでは，電力系統側回路を省略し，

系統電圧により一意に定まる直流電圧源 Vdc1 から，
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(b) 整流器の交流抵抗モデル化 

図２ kHz 帯ワイヤレス給電システムの基礎設

計 
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図１ kHz 帯ワイヤレス給電システムの構成例 



 

 

所望の電力 Pを負荷 Rに供給するよう設計を行う。

kHz 帯ワイヤレス給電システムの設計においては，

この直流電圧源 Vdc1 から，想定した負荷 R（一般的

にはバッテリ）を接続した際に，所望の電力が高効

率に伝送されることが設計上の最優先事項である。 

まず初めに，車両側の整流回路のモデル化を行う。

すなわち，図 2(a)の回路から，図 2(b)の回路に等価変

換する。整流器出力に接続された負荷抵抗 R には，

整流後の直流電圧 Vdc2 が印加され，直流電流が流れ

る。一方，整流器入力からみると，車両側コイルに

は正弦波電流が通流しているためこの電流方向に応

じて整流器入力電圧は振幅 Vdc2 をもつ方形波電圧と

なる。振幅 Vdc2 の方形波電圧がもつ基本波成分の電

圧実効値は
2

4

2
dcV


となる。したがって，整流器の損

失が十分小さいとして無視すると入出力の電力 P は

等しくなるため，整流器入力からみた等価交流抵抗

Reqは(1)式で表される。 
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次に，伝送コイル間の結合係数 k（のノミナル値）

を用いて，所望の出力電力が得られるよう伝送コイ

ル及び補償コンデンサの設計を行う。なお，結合係

数 kは伝送コイルの位置ずれによって変化するため，

ノミナル値とする。まず初めに，ノミナル状態での

結合係数 k を導出する。結合係数の導出にあたって

は，伝送コイルが空芯構造の場合，数値的に導出す

ることが可能であるが，実際には磁性材料や伝送コ

イルの近辺に設置される金属の影響などによって困

難である場合が多い。したがって，多くの場合電磁

界解析によって結合係数を解析することが多い。 

図 2(b)の回路において，インピーダンス整合条件

により，最大効率となる負荷条件は(2)式となる。し

たがって，(2)式を満足するよう車両側伝送コイルを

設計することで，高効率な電力伝送が可能となる。 

2
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L
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次に，地上側伝送コイルの設計を行う。地上側伝

送コイルは入出力の電圧比に基づいて決定する。S/S

方式を適用したワイヤレス給電システムにおいて，

地上側直流電圧VDC1と車両側直流電圧VDC2からなる

電圧比 GVは(3)式で表される。 
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(3)式より，地上側コイルの自己インダクタンス L1

は(4)式を満足するよう設計すればよい。 
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なお，補償回路のコンデンサは，地上側コイルと

車両側コイルの自己インダクタンスに対してそれぞ

れ共振するよう設計すればよいので，(5)(6)式を満足

すればよい。 
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以上の設計により，所望の負荷電力をインピーダ

ンス整合条件下で伝送可能なワイヤレス給電システ

ムが構築できる。 

 

3. インバータの低損失化技術 

本章では GAで用いられる DC-ACコンバータ（イ

ンバータ）の低損失化技術を説明する。kHz 帯にお

けるワイヤレス給電では，1次側電力変換回路として

フルブリッジインバータが一般的に用いられる[4]。フ

ルブリッジインバータは，4個のスイッチングデバイ

ス（主に MOSFET）で構成されており，これらのス

イッチング動作により高周波（数十 kHz）方形波状

電圧もしくは 3レベル状の電圧波形を出力する。 

インバータでは，スイッチングデバイスのオン／

オフ状態の切り替わりの瞬間に，デバイス両端電圧

と通流電流によるスイッチング損失が生じる。スイ

ッチング損失は駆動周波数に比例して増加するため，

高周波のワイヤレス給電システムではインバータの

効率を低下させる大きな要因の一つである。このス

イッチング損失の低減手法として，ゼロ電圧スイッ

チングが多く採用されている。 

図 4 に負荷電流を用いて，スイッチングデバイス

をソフトスイッチングさせるゼロ電圧スイッチング

の原理図を示す。本インバータでは，S1と S2が相補

的に動作している。ただし，両者が同時 ON となら

ないよう，デッドタイム期間 Tdを設けている。本イ

ンバータ回路においてゼロ電圧スイッチングを用い

る場合，負荷の共振周波数，すなわちワイヤレス給

電の伝送周波数よりもスイッチング周波数をやや高

く設定する。 

S1がオンであり，正極性電圧を出力している期間，

MOSFET S1には正方向に電流が流れている。S1をオ

フすると，デッドタイム期間が開始される。デッド



 

 

タイムに入った瞬間，これまで S1を通流していた電

流は遮断される。しかし，負荷側の磁気エネルギー

により，負荷側電流は引き続き流れ続ける。この電

流は，上側スイッチ S1のゲートソース容量の電荷の

充電と，下側スイッチ S2のゲートソース容量の電荷

を引き抜く方向となる。ゲートソース容量の電荷が

引き抜かれゲートソース電圧がゼロになった時点か

ら，この電流は S2の還流ダイオードに転流する。こ

れにより，スイッチ S2の両端電圧はゼロ電圧に維持

される。この状態で S2をターンオンさせたとしても，

スイッチ S2の両端電圧がゼロとなっているため，ス

イッチング損失は発生しない。S1 のターンオンにつ

いても同様である。このようなゼロ電圧スイッチン

グ動作を行うには，伝送周波数（共振周波数）より

も駆動周波数をやや高く設定する必要がある。 

なお，各スイッチのターンオフ時には，デバイス

に電流が流れた状態でスイッチをターンオフするた

め，スイッチング損失が発生するが，共振周波数と

スイッチング周波数が十分近い場合には，電流がゼ

ロ付近となるため発生する損失は小さい（図中では

わかりやすさを優先するため誇張して記載してい

る）。 

4. 伝送コイルの設計 

kHz 帯のワイヤレス給電システムの高効率化にお

いて最も重要な要素が伝送コイルである。伝送コイ

ルにて生じる損失として，巻線で生じる銅損のほか，

磁性材料で生じる鉄損（渦電流損失，ヒステリシス

損失）がある。 

銅損は直流抵抗に起因する損失と，交流抵抗に起

因する損失に分けることができる。直流抵抗は導体

の抵抗率，断面積，長さにより一意に決まる抵抗で

ある。一方，交流抵抗は表皮効果と近接効果により

増加する抵抗分を示しており，通流させる電流の周

波数及び，外部磁界の影響により変化する。 

表皮効果は導体材料と通流する電流の周波数に依

存する。高周波を導体中に通流させると，導体断面

に時間変化する磁界が発生する。ファラデー・ノイ

マンの法則により，この磁界の発生を妨げる方向で

電流が導体内部に発生し，結果として導体表面を電

流が通流するようになる。 

近接効果は導体に対して外部から磁界が与えられ

た場合に生じる現象である。電流が通じている導体

に外部から磁界が与えられると，導体内部にはその

磁界を打ち消す方向に電流が生じる。これにより，

導体断面の片側にのみ電流が集中する現象が発生す

る。 

kHz 帯ワイヤレス給電システムでは，伝送コイル

で生じる交流抵抗が大幅に増大することが知られて

おり，交流抵抗の抑制手法がシステムの高効率化に

あたって重要である。具体的には，リッツ線の採用

により表皮効果を抑制する手法が検討されているが，

コストや加工性の観点からは課題が残されている。 
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図４ ゼロ電圧スイッチングの原理 




